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１ 報告 

  

 報告第６号 経営状況の報告について 

【報告内容】 

  次に掲げる法人の令和６年度事業報告及び決算 

（１）豊田市土地開発公社 

（２）公益財団法人豊田市学校給食協会 

（３）公益財団法人豊田地域医療センター 

（４）公益財団法人豊田都市交通研究所 

（５）公益財団法人豊田市文化振興財団 

（６）公益財団法人豊田市スポーツ協会 

（７）一般財団法人豊田市水道サービス協会 

（８）公益財団法人豊田市国際交流協会 

（９）公益財団法人豊田加茂環境整備公社 

（１０）豊田市駅東開発株式会社 

（１１）豊田まちづくり株式会社 

（１２）株式会社豊田ほっとかん 

（１３）豊田市駅前開発株式会社 

（１４）株式会社豊田スタジアム 

（１５）豊田市駅前通り南開発株式会社 

（１６）一般社団法人ツーリズムとよた 

（１７）株式会社旭高原 

（１８）株式会社香恋の里 

（１９）株式会社三州足助公社 

（２０）株式会社どんぐりの里いなぶ 

【備考】 

  参考資料 ２４～２６ページ   
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 報告第７号 専決処分の報告について 

【処分内容等】 

 損害賠償額の決定について 

（１）公用車による物損事故 

専決年月日及び専決番号 事  故  内  容 

令和７年７月２２日 

 

豊専第２５号 

令和７年５月９日午後０時４５分頃、

豊田市役所立体駐車場において、公用車

から降車する際、公用車のドアが右方に

駐車していた相手方車両に接触したもの 

損 害 賠 償 額 １７５，９３４円 

相 手 方 の 

損 害 の 程 度 
左前部ドアの損傷 

過 失 割 合 豊田市１００％、相手方０％ 

備     考 

１ 事故発生の原因 

  公用車のドアの開閉時に強風でドアが制御不能

になるかもしれないという危険予測が不十分であ

ったこと及び公用車の周囲に十分な空間を確保で

きない場所に駐車したことによる。 

 

２ 事故当事者の所属  地域活躍部松平支所 

 

３ 事故の防止策 

   職場において、公用車の運転中のみならず、ド

アの開閉時においても常に危険予測を行うととも

に、公用車を駐車するときは、できる限り周囲に

十分な空間を確保できる場所を選ぶことについ

て、周知徹底を図った。 
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（２）公用車による物損事故 

専決年月日及び専決番号 事  故  内  容 

令和７年７月２２日 

 

豊専第２６号 

 令和７年６月２０日午後１０時５０分

頃、西中山町新左屋敷地内において、傷

病者の搬送のため公用車（救急車）を方

向転換し、前進させたところ、相手方駐

車場内のプラスチック製の雨水ますの上

を通過し、荷重がかかったもの 

損 害 賠 償 額 ２，２００円 

相 手 方 の 

損 害 の 程 度 
雨水ますの蓋の損傷 

過  失  割  合 豊田市１００％、相手方０％ 

備     考 

１ 事故発生の原因 

   夜間に狭い場所において車両を方向転換し、前

進する際に、走行路の周囲の確認が不十分であっ

たことによる。 

 

２ 事故当事者の所属  消防本部（北）消防２課 

 

３ 事故の防止策 

   職場において、夜間に狭い場所で公用車の方向

転換を行うなど事故の危険性が高まるときは、照

明の活用及び複数の職員による確認により、車両

の周囲の安全を十分に確保することについて、周

知徹底を図った。 
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（３）市道の管理瑕疵による物損事故 

専決年月日及び専決番号 事  故  内  容 

令和７年７月２５日 

 

豊専第２７号 

 令和７年６月１日午後５時頃、若林東

町石根地内において、相手方車両が側溝

の上を通過したところ、当該側溝の蓋が

割れ、側溝内にタイヤを落としたもの 

損 害 賠 償 額 ２１，７００円 

相 手 方 の 

損 害 の 程 度 
レッカー車による車両引上げ費用 

過 失 割 合 豊田市１００％、相手方０％ 

備     考 

１ 事故発生の原因 

   車道用側溝が設置されるべき箇所に歩道用側溝

が設置されており、本来耐え得る荷重等に耐えら

れなかったことによる。 

 

２ 担当課  建設部土木管理課 

 

３ 事故の防止策 

   現場周辺に設置されている歩道用側溝を車道用

側溝へ入れ替えるとともに、引き続きパトロール

の実施により不適切な側溝が設置されている箇所

の早期発見に努める。 
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（４）職員の公務中における物損事故 

専決年月日及び専決番号 事  故  内  容 

令和７年８月１２日 

 

豊専第２８号 

 令和７年３月２９日午後２時１２分

頃、御船町山屋敷地内において、消防活

動のため道路上に設置した消防用ホース

の上を相手方車両が通過したところ、ホ

ースの保護具が当該車両に接触したもの 

損 害 賠 償 額 ３３９，７３５円 

相 手 方 の 

損 害 の 程 度 
車両右側サイドスカートの損傷 

過  失  割  合 豊田市１００％、相手方０％ 

備     考 

１ 事故発生の原因 

   道路上に２本の消防用ホースを近接して設置し

たため、ホースの保護具が車両の通行に支障を来

す起伏を路面に生じさせたことによる。 

 

２ 事故当事者の所属  消防本部（北）消防１課 

 

３ 事故の防止策 

   職場において、消防用ホースの保護具を設置す

るときは、車両が安全に通行できる間隔を確保す

ることについて、周知徹底を図った。 
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（５）職員の公務中における物損事故 

専決年月日及び専決番号 事  故  内  容 

令和７年８月１５日 

 

豊専第２９号 

 令和７年７月１１日午前８時２０分

頃、中消防署松平出張所駐車場におい

て、草刈作業をしていたところ、草刈機

の刈刃によって飛んだ石が、駐車してあ

った相手方車両に当たったもの 

損 害 賠 償 額 ２７８，８４６円 

相 手 方 の 

損 害 の 程 度 
フロントガラスの損傷 

過  失  割  合 豊田市１００％、相手方０％ 

備     考 

１ 事故発生の原因 

   付近に駐車車両があったにもかかわらず、安全

対策が不十分なまま草刈作業を実施したことによ

る。 

 

２ 事故当事者の所属  消防本部総務課 

 

３ 事故の防止策 

   職場において、草刈機を使用した作業をすると

きは、周囲の安全確認を十分に行うとともに、付

近に駐車車両があるときは、防護ネット等を使用

するなどの安全対策を講ずることについて、周知

徹底を図った。 

  

    

 報告第８号 令和６年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率の報告 

       について 

   →「予算関係議案の要旨（資料２）」参照 

    

    

２ 承認 

    

 承認第４号から承認第１６号まで 令和６年度豊田市決算 

   →「予算関係議案の要旨（資料２）」参照 
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３ 議決 

 

 議案第１００号 豊田市の議会の議員及び長の選挙における自動車の使用等 

         の公営に関する条例の一部を改正する条例 

【要旨】 

  公職選挙法施行令の一部改正に準じて、選挙運動用のビラ及びポスター

の作成に係る公費の支払限度額を引き上げる。 

  

  選挙運動用のビラ及びポスターの作成に係る公費の支払限度額の引上げ 

 区    分 現 行 改正後 

ビラの１枚当たりの作

成単価 
７円７３銭 ８円３８銭 

ポスターの１枚当たり

の作成単価 

２８円３５銭にポスタ

ー掲示場の数から５０

０を減じた数を乗じて

得た金額に５８万６，

９０５円を加えた金額

をポスター掲示場の数

で除して得た金額 

３０円７３銭にポスタ

ー掲示場の数から５０

０を減じた数を乗じて

得た金額に６０万９，

６９０円を加えた金額

をポスター掲示場の数

で除して得た金額 

    

【担当課：選挙管理委員会事務局】 

  

-7-



議案第１０１号 豊田市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を 

改正する条例 

【要旨】 

  令和６年人事院勧告に準じて、仕事と育児の両立支援制度の利用に関す

る職員の意向確認等の義務付けを行う。 

 

  仕事と育児の両立支援制度の利用に関する職員の意向確認等の義務付け

（令和７年１０月１日以後） 

（１）任命権者は、妊娠、出産等についての申出をした職員（以下「申出職

員」という。）に対して、次の措置を講じなければならない。 

ア 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（以下「出生時

両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

イ 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」とい

う。）に係る申出職員の意向を確認するための措置 

ウ 妊娠、出産等についての申出に係る子の心身の状況又は育児に関する

申出職員の家庭の状況に起因して当該子の出生の日以後に発生し、又は

発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる事

情の改善に資する事項に係る申出職員の意向を確認するための措置 

（２）任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下「対象職員」と

いう。）に対して、規則で定める期間内に、次の措置を講じなければな

らない。 

ア 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（以下「育児期

両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

イ 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認するため

の措置 

ウ 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員

の家庭の状況に起因して発生し、又は発生することが予想される職業生

活と家庭生活との両立の支障となる事情の改善に資する事項に係る対象

職員の意向を確認するための措置 

（３）任命権者は、（１）ウ又は（２）ウにより意向を確認した事項の取扱

いに当たっては、当該意向に配慮しなければならない。 

  

【担当課：人事課】   
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議案第１０２号 豊田市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

【要旨】 

  地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴い、部分休業をす

ることができない職員の範囲の縮小、第１号部分休業の承認の柔軟化、第

２号部分休業の新設に伴う請求手続等の整備をするほか、所要の改正を行

う。 

  

１ 部分休業をすることができない職員の範囲の縮小 

現  行 令和７年１０月１日以後 

（１）育児休業法第１７条の規定に

よる短時間勤務をしている職員 

（２）勤務日の日数及び勤務日ごと

の勤務時間を考慮して市長が規

則で定める非常勤職員以外の非

常勤職員 

（１）育児休業法第１７条の規定に

よる短時間勤務をしている職員 

（２）勤務日の日数を考慮して市長

が規則で定める非常勤職員以外

の非常勤職員 

  

２ 第１号部分休業の承認の柔軟化 

現  行 令和７年１０月１日以後 

部分休業の承認は、正規の勤務時間

（非常勤職員にあっては、当該非常

勤職員について定められた勤務時

間）の始め又は終わりにおいて、３

０分を単位として行うものとする。 

第１号部分休業の承認は、３０分を

単位として行うものとする。 

  

３ 第２号部分休業の新設に伴う請求手続等の整備（令和７年１０月１日以

後） 

（１）第２号部分休業の承認は、１時間を単位として行うものとする。ただ

し、次のア又はイに該当する場合にあっては、当該ア又はイに定める時

間数の第２号部分休業を承認することができる。 

ア １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合

であって、当該勤務時間の全てについて承認の請求があったとき 当該

勤務時間の時間数 

イ 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって、

当該残時間数の全てについて承認の請求があったとき 当該残時間数 

（２）部分休業の請求をしようとする職員が第１号部分休業又は第２号部分

休業のいずれを請求するかについてあらかじめ申し出なければならない

条例で定める１年の期間は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとす

る。 

（３）第２号部分休業の請求ができる条例で定める上限の時間は、１年につ

き、次のア又はイに該当する職員の区分に応じ、当該ア又はイに定める

時間とする。 

  ア 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 
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 イ 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１０

を乗じて得た時間 

（４）部分休業に係る申出について、その内容を変更することができる特別

の事情は、配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居し

たことその他の申出時に予測することができなかった事実が生じたこと

により変更をしなければ職員の小学校就学の始期に達するまでの子の養

育に著しい支障が生じると任命権者が認める事情とする。 

  

４ 部分休業の承認の取消事由の整理（令和７年１０月１日以後） 

   部分休業の承認の条例で定める取消事由は、部分休業の請求に係る申

出の内容について、３（４）に係る変更をしたときとする。 
  

【備考】 

１ 用語の意義 

（１）部分休業 

    職員がその小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため１日

の勤務時間の全部又は一部について勤務しないこと。 

（２）第１号部分休業 

    １日につき２時間を超えない範囲内で請求する部分休業 

（３）第２号部分休業 

    １年につき条例で定める時間を超えない範囲内で請求する部分休業 

 

２ 関係条例 

   豊田市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 
  

【担当課：人事課、経営管理課】 

    

-10-



議案第１０３号 豊田都市計画事業豊田浄水特定土地区画整理事業の換地処分

に伴う関係条例の整理に関する条例 

【要旨】 

  豊田都市計画事業豊田浄水特定土地区画整理事業の換地処分に伴い、施

設の位置及び所在地の変更を行う。 

 

１ 豊田市立学校設置条例の一部改正 

   豊田市立浄水小学校の位置の変更 

＜現 行＞ 
 換地処分の公告が 

あった日の翌日以後 

豊田市浄水町南平１１３番地２  豊田市浄水町１丁目３８番地１ 

 

２ 豊田市自転車等放置防止条例の一部改正 

   浄水駅南駐輪場の所在地の変更 

＜現 行＞ 
 換地処分の公告が 

あった日の翌日以後 

豊田市浄水町南平１番地１  豊田市浄水町１丁目４８番地１ 

 
 

【担当課：区画整理支援課】 

  

-11-



議案第１０４号 豊田市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する 

条例 

【要旨】 

  災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給に関する事項を調査審議するた

め、豊田市災害弔慰金等支給審査会を設置する。 

  

  豊田市災害弔慰金等支給審査会の設置 

（１）審議事項 

    災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給に関する事項を調査審議す

る。 

（２）組織 

    審査会は、委員９人以内をもって組織する。 

（３）委員 

ア 委員は、医師、弁護士その他市長が適当と認める者のうちから、市

長が委嘱する。 

イ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

ウ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

（４）会長 

ア 審査会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

  イ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

  ウ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ

指名する委員がその職務を代理する。 

  

【担当課：よりそい支援課】   
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議案第１０５号 豊田市立保育所条例の一部を改正する条例 

【要旨】 

  行政需要の変化に的確に対応するため、豊田市立高橋こども園及び豊田

市立野見こども園を幼稚園から保育所へ移行する。 

 

  幼稚園から保育所への移行（令和８年４月１日以後） 

名  称 位  置 

豊田市立高橋こども園 豊田市水間町４丁目１５５番地１ 

豊田市立野見こども園 豊田市美里５丁目１９番地 

   

【備考】 

  関係条例 

   豊田市立学校設置条例 

   

【担当課：保育課】 
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議案第１０６号 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための 

法律の一部改正に伴う関係条例の整理に関する条例 

【要旨】 

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の一部改

正に伴い、現に引用している条項を整理する。 

 

１ 豊田市さくらワークス条例の一部改正 

   現に引用している障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（以下「総合支援法」という。）の条項の整理  

＜現 行＞  ＜令和７年１０月１日以後＞ 

第５条第１３項  第５条第１４項 

第５条第１４項  第５条第１５項 

 

２ 豊田市障害者総合支援センター条例の一部改正 

   現に引用している総合支援法の条項の整理  

＜現 行＞  ＜令和７年１０月１日以後＞ 

第５条第１３項  第５条第１４項 

第５条第１４項  第５条第１５項 

 

３ 豊田市知的障害者グループホーム条例の一部改正 

   現に引用している総合支援法の条項の整理  

＜現 行＞  ＜令和７年１０月１日以後＞ 

第５条第１７項  第５条第１８項 

  

【担当課：障がい福祉課】 

  

議案第１０７号 豊田市営住宅条例の一部を改正する条例 

【要旨】 

  公営住宅法第４５条第１項の事業等を定める省令の一部改正に伴い、現

に引用している条項を整理する。 

  

現に引用している公営住宅法第４５条第１項の事業等を定める省令の条

項の整理  

＜現 行＞  ＜令和７年１０月１日以後＞ 

第１条第５号  第１条第６号 

  

      【担当課：建築保全・住宅課】 

  

 議案第１０８号及び議案第１０９号 令和７年度豊田市補正予算 

   →「予算関係議案の要旨（資料２）」参照 
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 議案第１１０号 工事請負契約の締結について（柳川瀬浄化センター撤去工

事） 

【要旨】 

  柳川瀬浄化センターを撤去し、柳川瀬公園駐車場として整備する。 

  

１ 契約目的  柳川瀬浄化センター撤去工事 

  

２ 契約金額  ４３２，３００，０００円 

  

３ 相 手 方  豊田市鴻ノ巣町五丁目５１番地 

         須藤建設工業株式会社 

          代表取締役 須藤 淳 

 

４ 契約方法  一般競争入札（３名） 

  

 

【備考】 

１ 工事場所  豊田市畝部東町地内 

 

２ 工事概要 

（１）建物撤去   鉄筋コンクリート造 延べ面積 ２，０１６㎡ 

（２）機械設備撤去 一式 

（３）電気設備撤去 一式 

（４）駐車場整備  ３,０７０㎡ 

  

３ 完成予定日 令和９年３月１２日 

  

【担当課：下水道施設課】   
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 議案第１１１号 工事請負契約の変更について（豊田市駅東口ペデストリア

ンデッキ（北側）橋りょう耐震補強工事） 

【要旨】 

  週休２日制工事の実施に伴う経費の補正に対応するため、契約金額につい

て変更契約を締結する。 

 

１ 契約目的  豊田市駅東口ペデストリアンデッキ（北側）橋りょう耐震 

補強工事 

 

２ 契約金額   

区   分 金   額（単位 円） 議決議会、専決年月日等 

変更前金額 

（議決金額）

Ａ 

１８７，０００，０００ 

令和６年６月市議会定例会 

  議案第７６号 

変更後金額 

（１回目） 

Ｂ 

２０１，１０９，７００ 

令和７年１月２８日 

豊専第５号 

変更後金額 

（今 回） 

Ｃ 

２１６，８４３，０００ 
 

増 減 額 

Ｂ－Ａ 

１４，１０９，７００ 

Ｃ－Ｂ 

１５，７３３，３００ 

Ｃ－Ａ 

２９，８４３，０００ 

 

 

３ 相 手 方  豊田市美山町五丁目４６番地 

         日京工設株式会社 

          代表取締役 水野 佑威 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【備考】 

１ 当初契約日 令和６年６月２７日 

 

２ 工 事 場 所 豊田市喜多町地内 

 

３ 変更前工事概要 

（１）工場製作工           一式 

（２）橋脚補強工（４橋脚）      一式 

（３）現場溶接工       ３，２２０ｍ 

（４）現場塗装工         １４６㎡ 

（５）舗装工           ３８１㎡ 

（６）附属物工（化粧パネル）     一式 
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４ 変更内容 

   週休２日制工事の実施に伴う契約金額の変更 

  ア 豊田市週休２日制工事実施要領に基づき、経費を補正するもの 

  イ 週休２日制工事の実施を確認したため 

  

５ 完成予定日 令和７年９月３０日 

  

 

【担当課：都市整備課】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-17-



 議案第１１２号 工事請負契約の変更について（豊田市駅西口周辺整備工事） 

【要旨】 

電気設備の配線方法の変更等に伴い、契約金額について変更契約を締結す

る。 

  

１ 契約目的  豊田市駅西口周辺整備工事 

 

２ 契約金額   

区   分 金   額（単位 円） 議決議会、専決年月日等 

変更前金額 

（議決金額） 

Ａ 

４，２３４，３００，４００ 

令和６年９月市議会定例会 

  議案第９８号 

変更後金額 

（１回目） 

Ｂ 

４，２４５，３６０，９００ 

令和７年１月２８日 

豊専第６号 

変更後金額 

（今 回） 

Ｃ 

４，８２９，３８２，８００ 
 

増 減 額 

Ｂ－Ａ 

１１，０６０，５００ 

Ｃ－Ｂ 

５８４，０２１，９００ 

Ｃ－Ａ 

５９５，０８２，４００ 

 

   

３ 相 手 方  大林組・ヤハギ道路特定建設工事共同企業体 

         代表者 名古屋市東区東桜一丁目１０番１９号 

          株式会社大林組 名古屋支店 

           常務執行役員支店長 秋山 隆之  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【備考】 

１ 当初契約日 令和６年３月２２日 

 

２ 工 事 場 所 豊田市若宮町ほか地内 

 

３ 変更前工事概要 

（１）ペデストリアンデッキ耐震補強工事 

  ア 工場製作工    一式 

  イ 耐震補強工    一式 

  ウ 橋りょう附属物工 一式 

  エ タイル舗装工   ４，５００㎡ 

  オ 構造物撤去工   一式 

（２）バス乗降場整備 

  ア コンクリート舗装工 １，４７０㎡ 

  イ アスファルト舗装工   ２５０㎡ 
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  ウ ブロック舗装工   １，９２０㎡ 

  エ 道路附属物工    一式 

  オ 構造物撤去工    一式 

（３）上屋及び昇降機設備整備 

  ア 上屋（屋根及びシェルター）整備 一式 

  イ エスカレーター整備       一式 

  ウ エレベーター整備        一式 

  

４ 変更内容 

（１）橋りょう附属物工における電気設備の配線方法の変更 

  ア 直接配管方式 → ケーブルラック方式 

  イ 配線の方法を管の中に配線を行う直接配管方式からケーブルラック

上に配線するケーブルラック方式に変更し、維持管理における作業を

効率的に行うため 

（２）電気配線、照明灯等の電気機器の追加 

  ア 不足している電気配線、照明灯等の電気機器の追加 

  イ 工事着手後に橋りょう桁下を調査したところ、電気配線や照明灯等

の電気機器が不足していたため 

  

５ 完成予定日 令和８年７月１０日 

  

 

【担当課：都市整備課】   
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議案第１１３号 財産の取得について（ＬＥＤ道路照明灯具等） 

【要旨】 

  道路利用者の安全を確保するため、ＬＥＤ道路照明灯具等を更新する。 

  

１ 取得する財産 

（１）種 別  ＬＥＤ道路照明灯具等 

（２）数 量  一式 

  

２ 取得価格  １０３，１６９，０００円 

  

３ 相 手 方  一宮市本町２丁目２番２号 

         日本エコシステム株式会社 

          代表取締役 松島 穣 

  

４ 契約方法  一般競争入札（４名） 

  

【備考】 

１ 物件概要 

（１）ＬＥＤ道路照明灯具  １，８１９灯 

（２）自動点滅器      １，７７９個 

（３）カットアウトスイッチ １，７７９個 

 

２ 供給予定期限 

   令和８年３月１９日 

  

【担当課：道路維持課】   
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 議案第１１４号 財産の取得について（市道アンダーパス冠水表示機器） 

【要旨】 

  アンダーパス利用者の安全を確保するため、冠水表示機器を購入する。 

  

１ 取得する財産 

（１）種 別  市道アンダーパス冠水表示機器 

（２）数 量  一式 

  

２ 取得価格  ５５，０００，０００円 

  

３ 相 手 方  豊田市鴛鴨町新林１３０番地 

         東洋工業株式会社 

          代表取締役 内田 恭平 

  

４ 契約方法  一般競争入札（１名） 

  

 

【備考】 

１ 物件概要 

（１）冠水表示機  １８基 

（２）制御ボックス １８基 

（３）通信盤     ８基 

  

２ 供給予定期限 

   令和８年３月１９日 

  

【担当課：道路維持課】   
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 議案第１１５号 財産の取得について（授業用ＩＣＴカート） 

【要旨】 

豊田市立小学校等の学習環境の改善を図るため、授業用ＩＣＴカートを購

入する。 

 

１ 取得する財産 

（１）種 別  授業用ＩＣＴカート 

（２）数 量  一式 

 

２ 取得価格  ７２，４６６，０２０円 

 

３ 相 手 方  名古屋市中村区平池町４丁目６０番地１２ 

         株式会社フューチャーイン 

          常務取締役 岩間 泰大 

 

４ 契約方法  一般競争入札（１名） 

   

 

【備考】 

１ 物件概要 

（１）プロジェクタカート   ２４６台 

（２）プロジェクタ      ２４６台 

（３）マグネットスクリーン  １１１台 

（４）ホワイトボード     １３５台 

（５）電源タップ       ２４６個 

  

２ 供給予定期限 

   令和８年１月３０日 

  

【担当課：学校教育課】   
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４ 同意 

 

 同意第３号 教育委員会委員の選任について 

【要旨】 

  教育委員会委員として次の者を選任する。 

 

  選任する者 

    佐 伯 英 恵 （再任） 

  

【備考】 

  佐伯英恵委員が令和７年９月３０日付けで任期満了となるため 

  

【担当課：教育政策課】 
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５ 参考資料 

 

 報告第６号 経営状況の報告について 

 

単位＝千円（注：千円未満の端数は切捨て） 

法  人  名 

上 

段 

正味財産増減計算書 

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

貸借対照表 

(令和７年３月３１日現在) 

収 益 合 計 費 用 合 計 
当   期 

増 減 額 
資   産 負   債 

(うち基本財産) 

正 味 財 産 

下 

段 
主 要 事 業（令和６年４月１日～令和７年３月３１日） 

１ 豊田市土地開発公社 

 

 

【担当課：用地審査課】 

(収入合計) 

2,576,683 

(支出合計) 

2,568,169 

(当期純利益) 

8,513 
 

 

8,424,921 

 

6,769,151 
(10,000) 

1,655,769 

公有地取得事業（市道堤環状１号線外１路線道路改良事業始め７事業） 

２ 豊田市学校給食協会 

 

 

 

【担当課：保健給食課】 

 

2,470,236 

 

2,470,236 

 

0 

 

421,932 

 

411,932 

(10,000) 

10,000 

（１）給食用物資の調達事業（取扱高 1,596,121 千円） 

（２）平和、中部及び南部給食センター並びに豊田特別支援学校の調理に関する

事業 

３ 豊田地域医療センター 

 

 

 

【担当課：地域包括ケア企画課】 

 

6,654,529 

 

6,814,180 

 

△159,651

 

2,410,996 

 

2,009,825 

(10,000) 

401,170 

（１）病院事業（外来･訪問･入院診療､保健予防及び在宅支援事業） 
（２）看護師養成事業 

（３）地域医療人材育成事業 

４ 豊田都市交通研究所 

 

 

 

【担当課：交通政策課】 

 

121,074 

 

124,410 

 

△3,335 

 

3,453,953 

 

38,622 

(3,000,000) 

3,415,331 

（１）自主研究事業（公共交通利用に係る心のバリアフリー政策に関する研究始

め７事業） 

（２）受託研究事業（地域公共交通関連事業に係る施策業務委託始め１９事業） 

５ 豊田市文化振興財団 

 

 

 

 

【担当課：文化振興課】 

 

2,904,666 

 

2,937,526 

 

△32,859 

 

1,285,266 

 

793,057 

(382,435) 

492,208 

（１）文化施設等を活用して、市民が文化・芸術に触れる機会と場を提供する事  

  業 

（２）文化・芸術に関する講座の開催等、文化・芸術に関する知識及び技能の習

得を図る事業 

６ 豊田市スポーツ協会 

 

 

【担当課：スポーツ振興課】 

 

621,510 

 

619,494 

 

2,016 

 

759,713 

 

117,132 

(589,900) 

642,580 

（１）「第４３回豊田マラソン大会」の開催及びスポーツ振興事業 

（２）スポーツ施設の運営及び管理事業 

７ 豊田市水道サービス 

協会 

 

 

【担当課：（上下水）総務課】  

 

459,754 

 

462,844 

 

△3,090 

 

160,036 

 

50,365 

(100,000) 

109,670 

（１）水道漏水防止業務及び水道施設の維持管理業務 

（２）水道事業に関する工事等（量水器取替え並びに開閉栓及び給水装置工事現

地調査） 

８ 豊田市国際交流協会 

 

 

【担当課：多様性社会共創課】

 

50,262 

 

53,200 

 

△2,110 

 

1,097,396 

 

18,753 

(1,006,752) 

1,078,642 

（１）とよた日本語学習支援システム運営事業 

（２）国際理解教育の推進 
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単位＝千円（注：千円未満の端数は切捨て） 

法  人  名 

上 

段 

正味財産増減計算書 

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

貸借対照表 

(令和７年３月３１日現在) 

収 益 合 計 費 用 合 計 
当   期 

増 減 額 
資   産 負   債 

(うち基本財産) 

正 味 財 産 

下 

段 
主 要 事 業（令和６年４月１日～令和７年３月３１日） 

９ 豊田加茂環境整備公社 

 

 

【担当課：産業振興課】 

 

379,557 

 

325,034 

 

54,523 

 

11,628,106 

 

2,704,468 

(100,000) 

8,923,638 

（１）廃棄物の最終処分事業 
（２）豊田市緑のリサイクルセンター受託事業 

10 豊田市駅東開発 

  株式会社 

 

【担当課：産業振興課】 

(収入合計) 

1,019,517 

(支出合計) 

1,033,066 

(当期純利益) 

△13,549 

 

906,986 

 

416,266 

(56,200) 

490,719 

（１）ギャザビル管理事業 

（２）商業床の管理運営事業 

11 豊田まちづくり 

株式会社 

 

【担当課：産業振興課】 

(収入合計) 

3,131,863 
(支出合計) 

3,267,394 
(当期純利益)

△135,531 
 

5,513,929 
 

2,983,639 

(100,000) 

2,530,290 

（１）豊田市駅西口市街地再開発ビル及び中心市街地駐車場管理運営事業 

（２）中心市街地まちづくり事業 

12 株式会社 

  豊田ほっとかん 

 

【担当課：高齢福祉課】 

(収入合計) 

740,274 

(支出合計) 

724,168 

(当期純利益) 

16,105 

 

1,889,283 

 

1,143,792 

(200,000) 

745,490 

（１）有料老人ホームの管理運営事業 

（２）温浴施設じゅわじゅわの管理運営事業 

13 豊田市駅前開発 

  株式会社 

 

【担当課：産業振興課】 

（収入合計） 

612,397 
（支出合計） 

582,546 
(当期純利益) 

29,851 
 

1,336,161 
 

208,625 

(52,200) 

1,127,535 

（１）豊田参合館共用部分管理受託事業 
（２）床賃貸事業 

14 株式会社 

  豊田スタジアム 

 

【担当課：スポーツ振興課】 

（収入合計） 

1,294,577 
（支出合計） 

1,233,820 
(当期純利益）

60,756 
 

1,142,019 
 

397,334 

(100,000) 

744,684 

（１）場内広告及びスーパールームの販売事業 
（２）レストラン及び売店の経営事業 

15 豊田市駅前通り南開発

株式会社 

 

【担当課：産業振興課】 

（収入合計） 

664,352 
（支出合計） 

587,528 
(当期純利益）

76,823 
 

2,546,038 
 

602,323 

(300,000) 

1,943,714 

（１）コモ・スクエア管理事業 

（２）コモ・スクエアの自社所有床及び運用受託床の管理運営事業 

16 ツーリズムとよた 

 

 

【担当課：観光誘客推進課】

 

114,231 

 

114,217 

 

14 

 

78,124 

 

13,108 

(50,000) 

65,015 

（１）プロモーション事業 

（２）観光資源開発事業 

17 株式会社旭高原 

 

 

【担当課：旭支所】 

（収入合計） 

302,172 
（支出合計） 

300,998 
(当期純利益） 

1,173 
 

242,055 

 

39,700 

(40,000) 

202,354 

（１）豊田市旭高原自然活用村関連施設の管理運営業務 

（２）施設内飲食店及び売店運営 

18 株式会社香恋の里 

 

 

【担当課：下山支所】 

（収入合計） 

142,371 
（支出合計） 

141,082
(当期純利益）

1,288 

 

129,018 

 

14,105 

(29,000) 

114,912 

（１）香恋の館始め４施設の管理運営事業 

（２）地域の農産物を活用した商品の研究開発及び製造販売事業 
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単位＝千円（注：千円未満の端数は切捨て） 

法  人  名 

上 

段 

正味財産増減計算書 

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

貸借対照表 

(令和７年３月３１日現在) 

収 益 合 計 費 用 合 計 
当   期 

増 減 額 
資   産 負   債 

(うち基本財産) 

正 味 財 産 

下 

段 
主 要 事 業（令和６年４月１日～令和７年３月３１日） 

19 株式会社三州足助公社 

 

 

【担当課：足助支所】 

（収入合計） 

714,917 
（支出合計） 

714,221 
(当期純利益）

696

 

224,144 

 

53,671 

(50,000) 

170,472 

（１）香嵐渓施設の管理運営事業 

（２）百年草の管理運営事業 

20 株式会社 

どんぐりの里いなぶ 

 

【担当課：稲武支所】 

（収入合計） 

529,376 
（支出合計） 

511,884 
(当期純利益）

17,491 

 

176,091 

 

68,113 

(10,000) 

107,977 

 

（１）どんぐりの湯及びどんぐり横丁の管理運営事業 

（２）農林水産物の加工販売並びに地域特産品を利用した新商品の開発及び販売 

備考 

１ 豊田市土地開発公社の正味財産増減計算書については「正味財産増減計算書」を「損益計算書」と、

貸借対照表については「正味財産」を「純財産」と、「基本財産」を「資本金」と読み替えるものと

する。 

２ 株式会社の正味財産増減計算書については、「正味財産増減計算書」を「損益計算書」と読み替え

るものとする。なお、収入合計は営業収益、営業外収益及び特別利益を、支出合計は営業費用、営業

外費用、特別損失及び法人税等を合算している。 

３ 株式会社の貸借対照表については、「正味財産」を「純資産」と、「基本財産」を「資本金」と読

み替えるものとする。 
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資料１の２ 
 

 

 

 

令和７年９月市議会定例会 

 

 

提 出 議 案 の 要 旨 

 
 

 

 

目   次 

 

議決案件 …………………………………………………………… １ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

資料作成 令和７年８月２８日 

 



  



 議案第１１６号 財産の取得について（豊田地域医療センター健診システム

用パソコン等機器） 

【要旨】 

  豊田地域医療センター健診システムを構築するため、パソコン等の機器

を購入する。 

  

１ 取得する財産 

（１）種 別  豊田地域医療センター健診システム用パソコン等機器 

（２）数 量  一式 

  

２ 取得価格  ４１，６１３，０００円 

  

３ 相 手 方  名古屋市中区錦一丁目１０番１号 

         中部テレコミュニケーション株式会社 

          代表取締役社長 中島 弘豊 

  

４ 契約方法  一般競争入札（２名） 

  

 

【備考】 

１ 健診システム 

   人間ドックを始めとする各種健診に関する一連の情報を管理するシス

テム 

  

２ 物件概要 

（１）デスクトップ型パソコン １２６台 

（２）ノート型パソコン     ６８台 

（３）ラベルプリンタ      １６台 

（４）その他周辺機器       一式 

  

３ 供給予定期限 

   令和７年１２月２６日 

  

【担当課：地域包括ケア企画課】   
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 議案第１１７号 財産取得に係る変更について（豊田地域医療センター健診

システム） 

【要旨】 

契約の一部解除に伴い、豊田地域医療センター健診システムの取得価格を

変更する。 

 

１ 取得する財産 

（１）種 別  豊田地域医療センター健診システム 

（２）数 量  一式 

  

２ 取得価格  変更前金額 ２１４，５００，０００円 

        変更後金額 １５４，１３３，３２０円 

        増 減 額 △６０，３６６，６８０円 

  

３ 相 手 方  岡崎市康生通南三丁目３１番地 

         協和医科器械株式会社 岡崎支店 

          支店長 畑 篤史 

  

 

【備考】 

１ 当初契約日 

   令和７年３月１９日 

 

２ 変更内容 

   契約の一部解除 

  ア 豊田地域医療センター健診システムを取得する契約のうち、システ

ムを構築するためのパソコン等の機器の購入について、契約を解除す

るもの 

  イ メーカーの生産終了等の事情により、予定していたパソコン等の機

器が納入できなくなったことによる。 

  

３ 供給予定期限 

   令和８年３月３１日 

  

【担当課：地域包括ケア企画課】 
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資料２ 
 

 

 

 

令和７年９月市議会定例会 

 

 

予 算 関 係 議 案 の 要 旨 

 
 

 

 

目   次 

 

 

１ 令和６年度健全化判断比率・資金不足比率   …………………１ 

 

２ 令和６年度一般会計・特別会計決算   …………………………７ 

 

３ 令和６年度水道事業会計決算   ………………………………１３ 

 

４ 令和６年度下水道事業会計決算   ……………………………１７ 

 

５ 令和７年度一般会計補正予算（９月補正） ……………………２１ 

 

６ 令和７年度下水道事業会計補正予算（９月補正） ……………３５ 

 

 

件 …………………………………………………………… ５ 
 

 

 

資料作成 令和７年８月２１日 

 





令和６年度

健全化判断比率・資金不足比率
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(単位：％)

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度
早 期 健 全 化
基 準

財 政 再 生
基 準

－ －

（-5.99） （-7.08）

－ －

（-17.40） （-18.41）

－ －

(-75.1） (-62.1）

(単位：％)

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度
経 営 健 全 化
基 準

－ －

(-100.0) (-100.0)

－ －

(-100.0) (-100.0)

－ －

（-36.6） （-35.8）

－ －

(-100.0) (-100.0)

－ －

(-127.3) (-138.0)

－ －

(-75.8) (-74.4)

※　各欄の「－」表記は、負の値のため「比率なし」となったものであり、括弧内に参考としてその値を併記する。

健全化判断比率・資金不足比率

　　 区             分

健
全
化
判
断
比
率

実 質 赤 字 比 率 11.25 20.00

連 結 実 質 赤 字 比 率 16.25 30.00

実 質 公 債 費 比 率 1.6 1.2 25.0 35.0

将 来 負 担 比 率 350.0

　　 区             分

資
金
不
足
比
率

都 市 計 画 事 業 土 地
区 画 整 理 特 別 会 計

20.0

分 譲 住 宅 建 設 事 業
特 別 会 計

卸 売 市 場 特 別 会 計

下 水 道 事 業 会 計

産業用地造成事業特別会計

水 道 事 業 会 計
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実質赤字額
(Ａ)　※１

標準財政規模
(Ｂ)

比　率　※１
(Ａ)/(Ｂ)*100

早 期 健 全 化
基 準

財 政 再 生
基 準

実質赤字比率
※２

-8,196,290 136,620,567 -5.99 11.25 20.00

連結実質赤字比率
※３

-23,780,707 136,620,567 -17.40 16.25 30.00

※１　実質収支又は連結実質収支が黒字である場合、「実質赤字額」、「実質赤字比率」、

　　　「連結実質赤字比率」は負の値となる。

※２　一般会計、水道水源保全事業特別会計及び母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計が対象

※３　一般会計、財産区を除く特別会計、水道事業会計及び下水道事業会計が対象

資金不足額
(Ａ)　※２

事業の規模
(Ｂ)　※３

比　率　※２
(Ａ)/(Ｂ)*100

経 営 健 全 化
基 準

都市計画事業土地
区画整理特別会計

-93,741 93,741 -100.0

分 譲 住 宅 建 設
事 業 特 別 会 計

-14,402 14,402 -100.0

卸売市場特別会計 -33,302 90,966 -36.6

産業用地造成事業
特 別 会 計

-171 171 -100.0

水 道 事 業 会 計 -11,016,248 8,650,034 -127.3

下水道事業会計 -3,311,267 4,363,923 -75.8

※１　資金不足比率の対象となるのは、地方公営企業法第２条または地方財政法施行令第４６条に規定する

　　　事業

※２　会計の資金収支が黒字である場合、「資金不足額」、「資金不足比率」は負の値となる。

※３　都市計画事業土地区画整理・分譲住宅建設事業・産業用地造成事業については「実質黒字額

　　　＋土地収入見込額」、その他の会計は「営業収益の額－受託工事収益の額」

区　　　分
※１

20.0

区　　　分

(単位：千円・％）

(単位：千円・％）

実質赤字比率・連結実質赤字比率

資金不足比率
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年　　度
元利償還金額
(Ａ)　※１

公営企業地方債
償還充当分
(Ｂ)　※２

一部事務組合等
地方債償還充当分

(Ｃ)　※３

令 和 ４ 年 度 7,744,800 2,157,336 0

令 和 ５ 年 度 7,653,340 2,407,144 0

令 和 ６ 年 度 7,007,271 2,185,381 0

年　　度
準元利償還金

(Ｂ)～(Ｅ)の計
(Ｆ)

公債費充当
特定財源

(Ｇ)　※４

基準財政需要額
算入額

（Ｈ）　※５

令 和 ４ 年 度 2,556,095 1,466,490 6,995,849

令 和 ５ 年 度 2,806,259 1,593,990 7,422,924

令 和 ６ 年 度 2,584,858 1,062,863 5,863,520

年　　度
(Ｊ)－(Ｈ)

(Ｋ)
(Ｉ)/(Ｋ)*100

実質公債費比率
(３か年平均)

早 期 健 全 化
基 準

財 政 再 生
基 準

令 和 ４ 年 度 98,458,132 1.86735

令 和 ５ 年 度 129,750,564 1.11189

令 和 ６ 年 度 130,757,047 2.03870

※１　繰上償還額の元金にかかる分を除く。

※２　公営企業（水道事業、下水道事業）に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に充てたと

　　　認められる繰出金

※３　一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる負担金

※４　元利償還金・準元利償還金に充当可能な歳入

※５　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

実質公債費比率

公債費に準ずる
債務負担行為

（Ｄ)

(単位：千円・％）

1.6

(Ａ)＋(Ｆ)
－(Ｇ)－(Ｈ)

（Ｉ）

0

1,838,556

25.0

398,759

105,453,981

137,173,4881,442,685

一時借入金利子

(Ｅ)

399,477

2,665,746

0399,115

35.0

0

136,620,567

標準財政規模

(Ｊ)
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地方債の現在高

(Ａ)

債務負担行為に
基づく支出予定額

(Ｂ)

公営企業債等
繰入見込額
(Ｃ)　※１

39,128,713 4,337,784 21,642,426

設立法人の負担額
等負担見込額

(Ｆ)

連結実質赤字額

(Ｇ)

将来負担額
(Ａ)～(Ｇ)の計

(Ｈ)

0 0 85,003,746

充当可能基金

(Ｉ)

充当可能特定歳入

(Ｊ)

基準財政需要額
算入見込額

(Ｋ)

120,613,742 21,297,491 41,343,862

標準財政規模

(Ｍ)

算入公債費等の額

(Ｎ)

将来負担比率
((Ｈ)－(Ｌ))/

((Ｍ)－(Ｎ))*100

早 期 健 全 化
基 準

136,620,567 5,863,520 -75.1 350.0

※１　公営企業（水道事業、下水道事業）の地方債の元金償還に充てる一般会計からの負担等見込額

将来負担比率

充当可能財源等
(Ｉ)～(Ｋ)の計

(Ｌ)

183,255,095

(単位：千円・％）

組合等負担等見込額

(Ｄ)

退職手当負担見込額

(Ｅ)

19,894,8230
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令和６年度

 一般会計
豊田市  決算資料

 特別会計
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246,602,085 229,543,452 17,058,633

35,902,504 35,192,433 710,071

土 橋 678,540 389,165 289,375

花 園 1,786,618 1,429,047 357,571

19,984 5,582 14,402

238,561 205,259 33,302

95,916 93,366 2,550

32,945 20,876 12,069

27,869,056 27,500,409 368,647

盛 岡 4,175 3,921 254

賀 茂 11,394 11,150 244

8,171,320 7,734,225 437,095

7,175 7,004 171

74,818,188 72,592,437 2,225,751

321,420,273 302,135,889 19,284,384

介 護 保 険 事 業

財 産 区

後 期 高 齢 者 医 療

産 業 用 地 造 成 事 業

小 計

合　　　　　　計

　　一　　　般　　　会　　　計

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計

国 民 健 康 保 険

都 市 計 画
事 業 土 地
区 画 整 理

分 譲 住 宅 建 設 事 業

卸 売 市 場

水 道 水 源 保 全 事 業

母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金 貸 付 事 業

    ＜令和６年度＞

         （   一 般 会 計 ・ 特 別 会 計　）

会　　計　　名 歳入総額 歳出総額 差 引 額

-8-



（単位：千円）

翌年度へ繰り越すべき財源 実質収支 単年度収支 ５年度

継続費繰越し 明許費繰越し 事故繰越し （Ａ） （Ａ）－（Ｂ） 実質収支(Ｂ)

4,183,214 4,682,429 8,192,990 △ 1,519,654 9,712,644

710,071 122,635 587,436

226,273 63,102 61,238 1,864

326,932 30,639 25,995 4,644

14,402 13,074 1,328

33,302 1,189 32,113

2,550 1,082 1,468

12,069 1,554 10,515

368,647 △ 29,422 398,069

254 △ 21 275

244 △ 6,407 6,651

437,095 363,528 73,567

171 6 165

553,205 0 0 1,672,546 554,451 1,118,095

4,736,419 4,682,429 0 9,865,536 △ 965,203 10,830,739

  歳 入 歳 出 決 算 額 一 覧 表
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(単位：千円・％)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

12

13

14

15

21

23 市 債 1,916,100 3,834,100 △ 1,918,000 △ 50.0

歳　入　合　計 246,602,085 217,029,909 29,572,176 13.6

22 諸 収 入
5,163,107 6,729,121 △ 1,566,014 △ 23.3

【主な増減理由】
○給食費収入
○デジタル基盤改革支援補助金

△19.6億円
＋7.9億円

△ 2,943,575 △ 37.8

【主な増減理由】
○公共施設安全安心基金繰入金
○都市高速鉄道整備基金繰入金

△12.0億円
△10.0億円

繰 越 金 17,086,987 16,761,498 325,489 1.9

14.7

20 繰 入 金
4,834,554 7,778,129

19 寄 附 金 349,409 304,595 44,814

18 財 産 収 入 1,957,617 2,591,206 △ 633,589 △ 24.5

17 県 支 出 金 11,693,920 12,087,156 △ 393,236 △ 3.3

16 国 庫 支 出 金

32,499,831 29,852,311 2,647,520 8.9

【主な増減理由】

○物価高騰対応地方創生臨時交付金
○連続立体交差事業費補助金
○児童手当負担金
○新型コロナ感染症対応地方創生臨時交付金

＋24.0億円
＋18.7億円
＋11.8億円
△19.7億円

分 担 金 及 び 負 担 金 102,333 124,945 △ 22,612 △ 18.1

使 用 料 及 び 手 数 料 2,989,829 2,883,262 106,567 3.7

地 方 交 付 税 138,078 262,759 △ 124,681 △ 47.5

交通安全対策特別交付金 41,636 44,362 △ 2,726 △ 6.1

11 地 方 特 例 交 付 金
2,632,826 545,796 2,087,030 382.4

【主な増減理由】 ○地方特例交付金（住民税定額減税補塡） ＋20.7億円

自 動 車 取 得 税 交 付 金 18,208 2,442 15,766 645.6

環 境 性 能 割 交 付 金 354,993 305,744 49,249 16.1

地 方 消 費 税 交 付 金 11,616,181 11,081,241 534,940 4.8

ゴルフ場利用税交付金 356,112 354,721 1,391 0.4

株式等譲渡所得割交付金 1,273,905 742,009 531,896 71.7

法 人 事 業 税 交 付 金 2,384,628 1,797,528 587,100 32.7

利 子 割 交 付 金 46,912 34,813 12,099 34.8

配 当 割 交 付 金 960,638 721,925 238,713 33.1

市 税 146,766,366 116,817,952 29,948,414 25.6

地 方 譲 与 税 1,417,915 1,372,294 45,621 3.3

（一般会計）　歳入決算額　　前年度比較表

　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
　款

令和６年度 令和５年度 増減額 伸率

R６年度 R５年度 差額
個人市民税 305.0億 320.4億 △15.4億
法人市民税 548.2億 241.0億 307.2億
固定資産税 449.6億 444.6億 5.0億
事業所税 77.8億 76.0億 1.8億
都市計画税 46.3億 45.3億 1.0億
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1 議 会 費 875,850 866,757 9,093 1.0

38,271,074 23,021,179 15,249,895 66.2

【主な増減理由】
＋100.0億円
＋20.0億円
＋9.3億円

75,298,033 69,379,045 5,918,988 8.5

【主な増減理由】
＋27.6億円
＋9.4億円

21,870,928 17,174,817 4,696,111 27.3

【主な増減理由】
＋50.0億円
＋7.0億円

166,387 163,965 2,422 1.5

6 農 林 水 産 業 費 3,050,900 3,179,310 △ 128,410 △ 4.0

4,059,217 5,731,350 △ 1,672,133 △ 29.2

【主な増減理由】
△10.1億円
△10.1億円
＋1.5億円

39,463,305 32,507,380 6,955,925 21.4

【主な増減理由】
＋42.6億円
＋36.0億円

9 消 防 費 7,904,674 7,135,911 768,763 10.8

31,067,207 32,109,259 △ 1,042,052 △ 3.2

【主な増減理由】
△60.4億円
＋38.8億円

11 災 害 復 旧 費 508,606 1,020,609 △ 512,003 △ 50.2

7,007,271 7,653,340 △ 646,069 △ 8.4

13 諸 支 出 金 0 0 0 -

14 予 備 費 0 0 0 -

229,543,452 199,942,922 29,600,530 14.8歳　出　合　計

10 教 育 費
○博物館建設事業
○体育館等暑さ対策事業

12 公 債 費

7 商 工 費 ○キャッシュレスポイント還元事業
○宿泊事業者等支援事業
○観光客等誘引宿泊促進事業

8 土 木 費
○若林駅付近連続立体交差事業
○都心環境計画推進基金積立金

4 衛 生 費
○脱炭素社会推進基金積立金
○地域医療センター運営費負担金

5 労 働 費

2 総 務 費 ○地域づくり振興基金積立金
○財政調整基金積立金
○職員退職手当

3 民 生 費
○物価高騰対応重点支援給付金
○児童手当給付費

（一般会計）　歳出決算額　前年度比較表

　(単位：千円・％）

　　　　　　　　　　　　　年度
　款

令和６年度 令和５年度 増減額 伸率
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令和６年度 令和５年度

構成比 構成比

33,424,646 14.6 30,248,770 15.1 3,175,876

38,945,807 17.0 35,952,451 18.0 2,993,356

3,035,678 1.3 2,459,354 1.2 576,324

43,607,171 19.0 39,037,104 19.5 4,570,067

19,651,261 8.6 21,425,455 10.7 △ 1,774,194

7,007,271 3.1 7,653,340 3.8 △ 646,069

27,856,584 12.1 6,734,899 3.4 21,121,685

1,010,725 0.4 994,672 0.5 16,053

250,000 0.1 190,000 0.1 60,000

13,833,849 6.0 13,572,848 6.8 261,001

40,339,451 17.6 40,497,733 20.3 △ 158,282

う ち 人 件 費 1,067,120 0.5 971,885 0.5 95,235

581,009 0.3 1,176,296 0.6 △ 595,287

う ち 人 件 費 72,403 0.0 155,687 0.1 △ 83,284

0 - 0 - 0

229,543,452 100.0 199,942,922 100.0 29,600,530

貸 付 金

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

失 業 対 策 事 業 費

歳 出 合 計

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

公 債 費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

（一般会計）　歳出決算額　年次別比較表（性質別）

          （単位：千円・％）

　　　　　　　           年度

　区分
増減額

人 件 費

物 件 費
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　　 令和６年度

豊田市水道事業会計決算資料
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令  和  ６  年  度　  水 　道　

地方公営企業法
第２６条の規定
による繰越額

継 　続 　費
逓次繰越額

2,323,899,896 △ 4,987,626,452 1,812,252,900 1,430,192,162 

(前年度 3,449,281,345) (同　△ 4,325,785,203)

　資本的収入額（翌年度へ繰り越される支出の財源に充当する額2,456,000円を除く。）が資

額 404,098,499円、減債積立金727,340,244円、過年度分損益勘定留保資金3,858,643,709円

収益的収入及び支出

7,311,526,348 

(同　7,775,066,548)

収　支　差　引

(同　1,359,727,449)

10,807,877,181 

(同　10,677,984,961)

収　　入 支　　出

11,998,436,102 

(前年度　12,037,712,410)

資本的収入及び支出

収　　入

繰　越　額

支　　出

1,190,558,921 

収　支　差　引

-14-



 事 　業　 会　 計　 決 　算　 書

（単位：円）

（単位：円）

国庫補助金 工事負担金
損 益 勘 定
留保資金等

70,923,000 684,559,364 2,256,962,698 

本的支出額に不足する額 4,990,082,452円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

で補塡した。

企　業　債

230,000,000 

備　　考

 収入には仮受消費税及び地方消費税
       　          880,528,539円を含む。

 支出には仮払消費税及び地方消費税
                 　452,303,278円を含む。

同　左　財　源繰　越　額

地方公営企業法
第２６条第２項

の規定による繰越額
―

翌年度繰越額に係る財源充当額
　　　　　　2,456,000円

 
収入には仮受消費税及び地方

消費税　96,170,682円を含む。

支出には仮払消費税及び地方
消費税　534,288,887円を含む。

0 0 

備　　考

同　左　財　源
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　　 令和６年度

豊田市下水道事業会計決算資料

-17-



令  和  ６  年  度　  下　 水 　道　

地方公営企業法
第２６条の規定
による繰越額

継 　続 　費
逓次繰越額

3,543,491,000 △ 3,645,146,823 1,592,390,100 1,003,400,000 

(前年度 3,054,666,015) (同　△ 3,936,026,900)

　資本的収入額（翌年度へ繰り越される支出の財源に充当する額 190,000,000円を除く。）が

収支調整額 46,419,755円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 192,438,672円、

2,753,008,430円及び当年度分損益勘定留保資金500,895,581円で補塡した。

収　　入

繰　越　額

支　　出

385,163,546 

収　支　差　引

収　　入 支　　出

8,724,745,927 

(前年度　8,627,999,402)

資本的収入及び支出

収益的収入及び支出

7,188,637,823 

(同　6,990,692,915)

収　支　差　引

(同　367,384,955)

8,339,582,381 

(同　8,260,614,447)
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 事 　業　 会　 計　 決 　算　 書

（単位：円）

（単位：円）

国県補助金 工事負担金
損 益 勘 定
留保資金等

566,050,000 0 1,141,740,100 

資本的支出額に不足する額 3,835,146,823円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的

繰越工事資金 214,060,000円、減債積立金 128,324,385円、過年度分損益勘定留保資金

 翌年度繰越額に係る財源充当額
        　　　190,000,000円

　支出には仮払消費税及び地方
消費税 369,118,649円を含む。

0 0 

備　　考

同　左　財　源

企　業　債

888,000,000 

備　　考

 収入には仮受消費税及び地方消費税
       　          384,289,857円を含む。

 支出には仮払消費税及び地方消費税
                 　211,920,500円を含む。

同　左　財　源繰　越　額

地方公営企業法
第２６条第２項

の規定による繰越額
―
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令和７年度

豊田市一般会計補正予算資料

（９月補正）
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補正前 補正後
構成比 構成比

219,725,000 806,855 220,531,855 75.6 75.7 議案第 108 号

32,306,109 0 32,306,109 11.1 11.1

土 橋 271,238 0 271,238 0.1 0.1

花 園 570,468 0 570,468 0.2 0.2

5,801 0 5,801 0.0 0.0

268,281 0 268,281 0.1 0.1

98,395 0 98,395 0.0 0.0

16,167 0 16,167 0.0 0.0

28,821,299 0 28,821,299 9.9 9.9

盛 岡 4,277 0 4,277 0.0 0.0

賀 茂 4,977 0 4,977 0.0 0.0

8,582,412 0 8,582,412 3.0 2.9

27,000 0 27,000 0.0 0.0

70,976,424 0 70,976,424 24.4 24.3

290,701,424 806,855 291,508,279 100.0 100.0

収入 15,072,934 0 15,072,934 － －

支出 18,407,821 0 18,407,821 － －

収入 13,700,404 0 13,700,404 － －

支出 18,187,827 0 18,187,827 － －

36,595,648 0 36,595,648 － －

327,297,072 806,855 328,103,927 － －
総          計

(一般会計＋特別会計
  ＋企業会計）

下 水 道 事 業

水 道 事 業

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

分 譲 住 宅 建 設

後 期 高 齢 者 医 療

水 道 水 源 保 全

企
業
会
計

産 業 用 地 造 成

支　出　合　計

令和７年度９月補正  各会計別  予算総括表 

計補正額

（単位：千円・％）

一 般 会 計

土地区画整理

区          分 補正前の額

国 民 健 康 保 険

介 護 保 険

母子父子寡婦福祉

備　考

卸 売 市 場

小          計

議案第

財 産 区

合          計
(一般会計＋特別会計)

109 号
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補正前補正後
構成比構成比

1 市 税 124,577,517 0 124,577,517 56.7 56.5

2 地 方 譲 与 税 1,419,540 0 1,419,540 0.6 0.6

3 利 子 割 交 付 金 54,000 0 54,000 0.0 0.0

4 配 当 割 交 付 金 719,000 0 719,000 0.3 0.3

5 株式等譲渡所得割交付金 637,000 0 637,000 0.3 0.3

6 法 人 事 業 税 交 付 金 1,850,000 0 1,850,000 0.8 0.8

7 地 方 消 費 税 交 付 金 11,990,000 0 11,990,000 5.5 5.4

8 ゴルフ場利用税交付金 360,000 0 360,000 0.2 0.2

9 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1 0 1 0.0 0.0

10 環 境 性 能 割 交 付 金 433,000 0 433,000 0.2 0.2

11 地 方 特 例 交 付 金 555,892 0 555,892 0.3 0.3

12 地 方 交 付 税 150,000 0 150,000 0.1 0.1

13 交通安全対策特別交付金 45,000 0 45,000 0.0 0.0

14 分 担 金 及 び 負 担 金 79,052 0 79,052 0.0 0.0

15 使 用 料 及 び 手 数 料 2,858,887 0 2,858,887 1.3 1.3

16 国 庫 支 出 金 32,939,209 287,051 33,226,260 15.0 15.1

17 県 支 出 金 14,005,508 7,050 14,012,558 6.4 6.4

18 財 産 収 入 1,081,365 0 1,081,365 0.5 0.5

19 寄 附 金 364,464 0 364,464 0.2 0.2

20 繰 入 金 13,880,994 16,140 13,897,134 6.3 6.3

21 繰 越 金 2,025,000 496,614 2,521,614 0.9 1.1

22 諸 収 入 5,699,571 0 5,699,571 2.6 2.6

23 市 債 4,000,000 0 4,000,000 1.8 1.8

219,725,000 806,855 220,531,855 100.0 100.0

令和７年度９月補正　　　一 般 会 計　　　(議案第１０８号)

(　歳　入　) (単位：千円・％)

合       計

補正額 計 備考補正前の額款
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補正額 補正前 補正後

地域介護・福祉空間整備等
施 設 整 備 交 付 金

37,051 0 37,051

新しい地方経済・生活環境
創 生 交 付 金 地 方 創 生 型

250,000 250,000 500,000

保 育 所 等 給 食 費
軽 減 対 策 支 援 金

7,050 0 7,050

脱炭素社会推進基金繰入金 16,140 150,000 166,140

21 繰 越 金 前 年 度 繰 越 金 496,614 2,025,000 2,521,614

(単位：千円)

補正額

287,051

内　訳　

496,614

歳入の内訳

款

国庫支出金16

17 県 支 出 金 7,050

繰 入 金 16,140

合　　計 806,855

20
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補正前 補正後
構成比 構成比

1 議 会 費 898,071 0 898,071 0.4 0.4

2 総 務 費 22,654,383 102,742 22,757,125 10.3 10.3

3 民 生 費 78,392,401 92,992 78,485,393 35.7 35.6

4 衛 生 費 21,064,273 52,580 21,116,853 9.6 9.6

5 労 働 費 328,176 37,609 365,785 0.1 0.2

6 農 林 水 産 業 費 3,564,977 23,388 3,588,365 1.6 1.6

7 商 工 費 4,359,030 57,513 4,416,543 2.0 2.0

8 土 木 費 34,233,681 19,111 34,252,792 15.6 15.5

9 消 防 費 12,027,091 10,142 12,037,233 5.5 5.5

10 教 育 費 34,505,830 410,778 34,916,608 15.7 15.8

11 災 害 復 旧 費 242,660 0 242,660 0.1 0.1

12 公 債 費 6,954,426 0 6,954,426 3.2 3.2

13 諸 支 出 金 1 0 1 0.0 0.0

14 予 備 費 500,000 0 500,000 0.2 0.2

219,725,000 806,855 220,531,855 100.0 100.0合　　　　計

( 目 的 別 歳 出 )
(単位：千円・％)

補正前の額 補正額 計 備　考款
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補正額 補正前 補正後

人 件 費 （ 一 般 職 ） △ 32,406 5,600,853 5,568,447

財 産 管 理 費 23,440 124,617 148,057

水素ステーション燃料値差
等 支 援 費 補 助 金

16,140 0 16,140

住 宅 取 得 費 補 助 金 36,000 76,000 112,000

交流館施設長寿命化推進費 16,700 0 16,700

稲 武 地 域 交 流 館 施 設
長 寿 命 化 推 進 費

7,014 0 7,014

支 所 ・ コ ミ ュ ニ テ ィ
センター長寿命化推進費

5,819 0 5,819

一 般 観 光 施 設 整 備 費 1,790 6,058 7,848

市 民 税 等 賦 課 事 務 費 28,245 215,670 243,915

福 祉 人 材 確 保 推 進 費 7,500 0 7,500

稲 武 福 祉 セ ン タ ー
長 寿 命 化 推 進 費

6,222 0 6,222

公 共 施 設 活 用 整 備 費 2,717 728 3,445

特別養護老人ホーム等
防 災 改 修 等 補 助 金

37,051 0 37,051

保 育 所 等 給 食 費
軽 減 対 策 補 助 金

15,091 0 15,091

こども園長寿命化推進費 1,993 99,748 101,741

こ ど も 園 諸 営 繕 工 事 2,717 128,492 131,209

こども園トイレ改修費 19,701 46,167 65,868

環境学習施設ｅｃｏ－Ｔ
長 寿 命 化 推 進 費

33,913 0 33,913

渡刈クリーンセンター
長 寿 命 化 推 進 費

18,667 0 18,667

人 件 費 （ 一 般 職 ） 32,406 46,281 78,687

福 祉 就 業 セ ン タ ー
長 寿 命 化 推 進 費

5,203 0 5,203

6
農 林 水
産 業 費

23,388 危険木伐採支援事業補助金 23,388 10,000 33,388

4 衛 生 費 52,580

(単位：千円)

内　訳　

92,992

102,742総 務 費

歳出の内訳

補正額款

3 民 生 費

2

5 労 働 費 37,609
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補正額 補正前 補正後

都心駐車場施設整備費 39,643 76,712 116,355

信 用 保 証 料 補 助 金 17,870 36,714 54,584

西山公園長寿命化推進費 12,111 0 12,111

公 共 交 通 利 用 促 進 費 7,000 7,668 14,668

常 備 消 防 活 動
長 寿 命 化 推 進 費

5,071 0 5,071

詰 所 ・ 格 納 庫 整 備 費 5,071 48,359 53,430

小・中・特別支援学校
諸 営 繕 工 事

9,900 1,028,129 1,038,029

地 域 ス ポ ー ツ ク ラ ブ
ク ラ ブ ハ ウ ス 整 備 費

7,603 0 7,603

世 界 ラ リ ー 選 手 権
開 催 推 進 費

275,000 908,850 1,183,850

高 岡 公 園
長 寿 命 化 推 進 費

37,557 0 37,557

井 上 公 園
長 寿 命 化 推 進 費

67,472 0 67,472

梅 坪 浄 水 運 動 広 場
施 設 整 備 費

13,246 0 13,246

806,855

410,778

7 商 工 費

教 育 費

19,111

合　　計

8 土 木 費

10

内　訳　

9 消 防 費 10,142

款 補正額

57,513
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継続費補正（変更）

(単位：千円)

総　　額 年度年　割　額 総　　額 年度 年　割　額
令和 令和

６ 320,806 ６ 320,806

７ 440,466 ７ 440,466

８ 40,740 ８ 171,740

総 務 費１
総 務
管 理 費

長 寿 命 化 改 修 事 業
（ 南 庁 舎 外 １ 施 設 ）

802,012 933,012

款 項 事 業 名
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

２
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繰越明許費

(単位：千円)

項 事　  業　  名

長 寿 命 化 改 修 設 計 事 業
（ 石 野 交 流 館 ・ 出 張 所 ）

長 寿 命 化 改 修 設 計 事 業
（猿投コミュニティセンター外１施設）

追分交差点横公衆便所解体設計事業

２障がい者福祉費
公 共 下 水 道 接 続 設 計 事 業
（ 旧 け や き ワ ー ク ス ）

４児 童 福 祉 費
公 共 下 水 道 接 続 設 計 事 業
（ 堤 ケ 丘 こ ど も 園 ）

７ 商 工 費 １商 工 費 喜 多 町 駐 車 場 消 防 設 備 更 新 事 業

８ 土 木 費 ５都 市 計 画 費
長 寿 命 化 改 修 等 設 計 事 業
（ 西 山 公 園 ）

長 寿 命 化 改 修 設 計 事 業
（ 南 消 防 署 ）

詰所格 納庫 下水 道接 続等 設計 事業
（ 土 橋 詰 所 格 納 庫 外 １ 施 設 ）

２小 学 校 費
小 学 校 受 変 電 設 備 改 修 設 計 事 業
（ 伊 保 小 学 校 外 ２ 校 ）

３中 学 校 費
中 学 校 受 変 電 設 備 改 修 設 計 事 業
（ 藤 岡 中 学 校 ）

４特別支援学校費
特別支援学校受変電設備改修設計事業
（ 豊 田 特 別 支 援 学 校 ）

款 金　  　額

２ 総 務 費 ２地 域 振 興 費

1,980

5,819

1,790

5,071

5,071

３ 民 生 費

2,717

2,717

102,955

12,111

10 教 育 費

5,940

1,980

1,980

９ 消 防 費 １消 防 費
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債務負担行為補正（追加）

(単位：千円)

長 寿 命 化 改 修 事 業
（ 堤 ケ 丘 こ ど も 園 ）

令和８年度 8,347

後 退 用 地 整 備 事 業 令和８年度 90,000

道 路 側 溝 修 繕 事 業 令和８年度 100,000

長 寿 命 化 改 修 事 業
（ 福 祉 就 業 セ ン タ ー ふ れ あ い の 家 ）

令和８年度 15,037

豊田市駅西口ペデストリアンデッキ広場整備事業 令和８年度 27,500

長 寿 命 化 改 修 事 業
（ 環 境 学 習 施 設 ｅ ｃ ｏ － Ｔ ）

令和８年度 32,032

長 寿 命 化 改 修 事 業
（ 渡 刈 ク リ ー ン セ ン タ ー ）

令和８年度 579,194

ト イ レ 再 整 備 事 業
（ 伊 保 こ ど も 園 ）

令和８年度 24,079

市 税 等 収 納 代 行 業 務 委 託 事 業
令和８年度から
令和10年度まで

99,000

長 寿 命 化 改 修 事 業
（ 稲 武 福 祉 セ ン タ ー ）

令和８年度 17,978

長 寿 命 化 改 修 事 業
（ 猿 投 北 交 流 館 外 ３ 館 ）

令和８年度 81,886

個 人 住 民 税 課 税 業 務 委 託 事 業
令和８年度から
令和10年度まで

158,052

事　　　　　　　項 期　　　間 限　　度　　額

山 村 地 域 等 空 き 家 再 生 補 助 事 業 令和８年度 12,000
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債務負担行為補正（追加）つづき

(単位：千円)

地 域 道 路 側 溝 修 繕 事 業 令和８年度 100,000

長 寿 命 化 改 修 等 事 業
（ 高 岡 公 園 体 育 館 外 １ 施 設 ）

令和８年度 1,032,514

博 物 館 等 警 備 業 務 委 託 事 業 令和８年度 129,980

公 共 下 水 道 接 続 事 業
（ 梅 坪 浄 水 運 動 広 場 外 １ 施 設 ）

令和８年度 17,761

給 食 用 食 器 等 取 得 事 業 令和８年度 67,470

食 器 等 洗 浄 機 修 繕 事 業
（ 中 部 給 食 セ ン タ ー ）

令和８年度 147,965

河 川 修 繕 事 業 令和８年度 60,000

豊 田 市 駅 周 辺 デ ジ タ ル バ ス 停 シ ス テ ム
保 守 業 務 委 託 事 業

令和８年度から
令和12年度まで

7,500

地 域 路 面 舗 装 修 繕 事 業 令和８年度 100,000

事　　　　　　　項 期　　　間 限　　度　　額

路 面 舗 装 修 繕 事 業 令和８年度 320,000
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地方債補正（追加）

地方債補正（変更）

(単位：千円)

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 償 還 の 方 法

道 路 橋 り ょ う 事 業 費 65,000

交 通 安 全 施 設 事 業 費 41,400

小 学 校 事 業 費 357,300

中 学 校 事 業 費 248,400

利　率

普通貸借
又　　は
証券発行

４．０％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

政府資金等融資条件に定
めのある場合はその条件
により、銀行その他の場
合はその債権者との協定
による。ただし、財政の
都合により、据置期間及
び償還期間を短縮し、又
は繰上償還し、若しくは
低利債に借り換えること
ができる。

(単位：千円)

875,700 968,200

2,890,400 2,085,800

起 債 の 目 的
補 正 前
限 度 額

補 正 後
限 度 額

都 市 計 画 事 業 費

清 掃 事 業 費
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補正前
構成比

補正後
構成比

人 件 費 36,974,536 0 36,974,536 16.8 16.8

物 件 費 44,850,831 31,195 44,882,026 20.4 20.4

維 持 補 修 費 4,154,343 0 4,154,343 1.9 1.9

扶 助 費 43,568,425 0 43,568,425 19.8 19.8

補 助 費 等 27,583,509 159,039 27,742,548 12.6 12.6

普通建設事業費 45,073,384 416,621 45,490,005 20.5 20.6

災害復旧事業費 242,660 0 242,660 0.1 0.1

公 債 費 6,954,426 0 6,954,426 3.2 3.2

積 立 金 136,329 0 136,329 0.1 0.1

投資及び出資金 818,811 200,000 1,018,811 0.4 0.5

貸 付 金 314,000 0 314,000 0.1 0.1

繰 出 金 8,553,746 0 8,553,746 3.9 3.9

予 備 費 500,000 0 500,000 0.2 0.2

合    計 219,725,000 806,855 220,531,855 100.0 100.0

備 考区    分 補正前の額 補正額 計

( 性 質 別 歳 出 )
(単位：千円・％)
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令和７年度

豊田市下水道事業会計補正予算資料

（９月補正）
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債務負担行為補正（追加）

事　　　　項

下 水 道 管 路 施 設 包 括 的
維 持 管 理 業 務 委 託 事 業

期　　　　間

令 和 ８ 年 度 か ら
令 和 10 年 度 ま で

令和７年度９月補正　　　下水道事業会計　　　(議案第１０９号)

限　　度　　額

828,000千円及び物価変
動、消費税制等の変更に
伴う増減額等の合計額を
加算した額
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